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○目 的： 多様な人材の育成・確保及び男女共同参画の推進の観点から、特に女性研究者の採用割合等が低い分野である、理
学系、工学系、農学系の研究を行う優れた女性研究者の養成を加速する。
本プログラムを実施し、機関におけるシステム改革に効果的な分野・規模で当該女性研究者の採用を行うことにより、

人材の多様化、研究の活性化及び男女共同参画意識の醸成、さらには、機関として本来取り組まなければならない柔軟
な組織編成や環境整備等を同時に促進し、総合的なシステム改革の構築を目指す。

○支援内容： 各機関において、安定的な職（任期を付さない職等）に優秀な女性研究者を新規に増員し養成する場合、養成経費とし
て採用規模を踏まえた支援を行う。

○対象機関： 大学、大学共同利用機関、国立試験研究機関及び独立行政法人
○実施期間： 原則５年間（３年目に中間評価） ※１人の女性研究者の支援期間は３年間を上限とする。

＜選定に当たっての要件＞
◇機関において「男女共同参画」のための多様な環境整備や支援がシステ
ムとして独自に構築されているか、または、構築する予定があるか

◇養成計画が数値目標も含めて具体的であり、育成システムの構築に向け
てのミッションが明確か

◇５年間の支援期間における新規養成女性研究者の採用計画に基づき、継続
的に女性研究者を養成する予定があるか

◇支援期間終了後の、理学系、工学系、農学系の研究を行う女性研究者の採
用計画を数値目標として具体的に設定し、定着に向けた継続性を確保し
ているか 等

＜養成経費の使途（例）＞
※ここでいう女性研究者は、理学系、工学系、農学系の研究を行う者に限る

①新規養成女性研究者の研究費
（初年度スタートアップ研究費を含む）
②新規養成女性研究者の雇用経費
（新規養成女性研究者１人当たり、３００万円又は
雇用する経費の１／２の何れか低い金額を上限とする）

③新規養成女性研究者の研究支援員雇用経費
④既在籍女性研究者の研究支援経費
（国際学会等参加関連経費、論文投稿の際の英文校閲経費等
研究スキルアップ経費）

●女性研究者支援のイメージ図

平成21年度配分予定額：500百万円 （新規）

◆女性研究者支援に取り組む
機関の拡大

Ｈ１８～

「女性研究者支援モデル育成」による支援
Ｈ１８～２０

◆優秀な女性研究者
の採用・養成加速

Ｈ２１～

質の向上

「女性研究者養成シ
ステム改革加速」に
より、女性研究者支
援を加速

「女性研究者
支援モデル育
成」を
より多くの
機関に普及

量的な充実

女性研究者支援システム改革加速プログラムNo.１７－２



66出典：政府研究開発データベースをもとに内閣府作成

競争的資金の配分比率（男女比）No.１８
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出典:文部科学省「学校基本調査報告」（2007年） 出典:文部科学省調べ（2006年）

大学教員の新規採用における女性割合（2006）
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出典:文部科学省調べ（2006年）を用いて
科学技術政策研究所作成
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大学教員の新規採用における
女性割合（２００６）



68

注：
・H18年度は各年の設立数は集計していないため、データ未整備。
・またH12～17年度調査は毎年8月時点で調査を実施しており、最新年度の設立数は5ヶ月分であり、グラフからは除外している。
・大学等ではベンチャー数を学生発ベンチャーを含めて全て把握することが困難であるため、事後的に把握できたベンチャーを報告する場合が

あり、後の調査で過去のベンチャー数が増加することがあると推察される。

大学等発ベンチャー企業に係る各年の設立数
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大学発ベンチャー設立数（年度毎）

出所：H12～17年度は筑波大学「大学等発ベンチャーの課題と推進方策に関する調査」（平成12年度～17年度）
H19,H20年度データは文部科学省科学技術政策研究所調べ。
平成19年度分は科学技術政策研究所「平成19年度大学等発ベンチャーの現状と課題に関する調査」
平成20年度分は2009年5月頃公表の予定。

No.２０ー１



69

分野別ベンチャー構成比率No.２０ー２

出典：文部科学省 科学技術政策研究所「平成19年度大学等発ベンチャーの現状と課題に関する調査」
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分野別ベンチャー設立数年次推移No.２０ー３

出典：文部科学省 科学技術政策研究所「平成19年度大学等発ベンチャーの現状と課題に関する調査」
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大学発ベンチャー等の概況No.２０ー４

出典：文部科学省 科学技術政策研究所「平成19年度大学等発ベンチャーの現状と課題に関する調査」
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ベンチャー企業の株式公開数の日米比較No.２０ー５
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従業員数の変化
（ベンチャー全体）

No.２０ー６

出典：文部科学省科学技術政策研究所「大学等発ベンチャーの企業戦略及び支援環境に関する意向調査」（2008年11月実施）
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資本金の変化
（ライフサイエンス分野/その他の分野）

No.２０ー７
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出典：文部科学省科学技術政策研究所「大学等発ベンチャーの企業戦略及び支援環境に関する意向調査」（2008年11月実施）

２００８年

２００８年



75

直近1年間の売上高No.２０ー８
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出典：文部科学省科学技術政策研究所「大学等発ベンチャーの企業戦略及び支援環境に関する意向調査」（2008年11月実施）




